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議案第３１号 

 

   令和４年度坂東市下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 令和４年度坂東市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 水 洗 化 戸 数                ６，６６９戸 

 （２） 年 間 総 汚 水 量          ２，２４４，０８４㎥ 

 （３） 一日平均汚水量                  ６，１４８㎥ 

 （４） 主要な建設改良事業 

      汚水管渠建設事業             ３２１，６３４千円 

処理場改築事業              ２２２，９００千円 

      雨水幹線建設事業              ６９，５００千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収   入 

 第１款 下水道事業収益             １，１２０，２６１千円 

  第１項 営業収益                 ４０５，２２５千円 

  第２項 営業外収益                ７１５，０３４千円 

  第３項 特別利益                       ２千円
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支   出 

 第１款 下水道事業費用              １，０４０，６１２千円 

  第１項 営業費用                  ９５４，５５１千円 

  第２項 営業外費用                  ８２，５６１千円 

  第３項 特別損失                      ５００千円 

  第４項 予備費                     ３，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

249,485 千円は、当年度分損益勘定留保資金 168,640 千円及び繰越利益剰余金 80,845 千円で補てんするものと 

する。）。 

 

収   入 

第１款 資本的収入                  ７８７，６５１千円 

  第１項 企業債                   ３９８，５００千円 

  第２項 国庫補助金                 １３９，３２０千円 

  第３項 県補助金                    １，０００千円 

第４項 負担金                    ４１，１２１千円 

第５項 一般会計補助金               ２０７，７１０千円 

 

支   出 

 第１款 資本的支出                １，０３７，１３６千円 

  第１項 建設改良費                 ６２１，７１５千円 

  第２項 企業債償還金                ４１５，４２１千円 
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 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。          （単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法 

公 共 下 水 道 

事 業 
190,000 

普通貸借又 

は証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる政府資金及び地

方公共団体金融機構につい

て、利率の見直しを行った後

においては、当該見直し後の

利率） 

政府資金については、その融資条件による。銀行

その他の場合には、その債権者と協定するところ

による。ただし企業財政の都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利

に借り換えすることができる。 

特定環境保全 

公 共 下 水 道 

事 業 

204,900 

流 域 下 水 道 

事 業 
  3,600 

   計 398,500    

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項における経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項における経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 

（１）営業費用、営業外費用、特別損失に計上した経費のうち、次条に定める経費以外の経費に係わる予算額に過不足を生 

  じた場合におけるその経費のこれらの間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用できない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金

額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                   ６５，９８７千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５２０，３９２千円である。 

 

（利益剰余金の処分） 

第１０条 繰越利益剰余金のうち、８０，８４５千円は、補てん財源に使用するため、処分するものとする。 

 

 

   令和４年３月２日  提出 

 

 

                                             坂東市長 木村 敏文 
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（単位 千円）

予 定 額 備　　　　　　　　考

1 下水道事業収益 1,120,261

1107453 1 営業収益 405,225

1 下水道使用料 400,389

2 雨水処理負担金 4,489

3 その他営業収益 347

2 営業外収益 715,034

1 受取利息及び配当金 1

2 一般会計補助金 312,682

3 長期前受金戻入 402,351

3 特別利益 2

1 固定資産売却収益 1

2 過年度損益修正益 1

令和４年度　坂東市下水道事業会計予算実施計画

款

（収　入）

項 目

収益的収入及び支出



（単位 千円）

予 定 額 備　　　　　　　　考

1 下水道事業費用 1,040,612

1040612 1 営業費用 954,551

0 1 管渠費 32,101

1082417 2 ポンプ場費 27,487

-41,805 3 処理場費 176,495

4 流域下水道維持管理負担金 62,570

5 総係費 80,418

6 雨水幹線管理費 4,489

7 減価償却費 569,991

8 資産減耗費 1,000

2 営業外費用 82,561

1 支払利息及び企業債取扱諸費 76,560

2 消費税及び地方消費税 6,000

3 雑支出 1

3 特別損失 500

1 過年度損益修正損 500

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

款 項 目

（支　出）
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（単位 千円）

予 定 額 備　　　　　　　　考

1 資本的収入 787,651

843504 1 企業債 398,500

55,853 1 企業債 398,500

843504 2 国庫補助金 139,320

-55,853 1 国庫補助金 139,320

3 県補助金 1,000

1 県補助金 1,000

4 負担金 41,121

1 一般会計負担金 27,340

2 受益者負担金 13,781

5 一般会計補助金 207,710

1 一般会計補助金 207,710

資本的収入及び支出

（収　入）

款 項 目



（単位 千円）

予 定 額 備　　　　　　　　考

1  資本的支出 1,037,136

1078914 1 建設改良費 621,715

-41,778 1 管渠建設費 321,634

1078914 2 処理場改築費 222,900

-41,778 3 流域下水道事業負担金 7,681

4 雨水幹線建設費 69,500

2 企業債償還金 415,421

1 企業債償還金 415,421

（支　出）

款 項 目
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（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 83,522,454 有形固定資産の取得による支出 △ 580,878,545

減価償却費 569,991,000 無形固定資産の取得による支出 △ 6,982,728

資産減耗費 1,000,000 国庫補助金等による収入 139,320,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 131,042 県補助金等による収入 1,000,000

賞与引当金の増減額(△は減少) 59,060 受益者負担金等による収入 13,781,000

法定福利費引当金の増減額(△は減少) 9,345 一般会計からの負担金 27,340,000

長期前受金戻入額 △ 402,351,000 一般会計からの補助金 207,710,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 198,710,273

支払利息 76,560,000 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

未収金の増減額(△は増加) △ 3,324,028 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 398,500,000

未払金の増減額(△は減少) 2,584,000 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 415,420,515

小計 328,180,873 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 16,920,515

利息及び配当金の受取額 1,000 資金増加額(又は減少額) 35,991,085

利息の支払額 △ 76,560,000 資金期首残高 229,809,694

業務活動によるキャッシュ・フロー 251,621,873 資金期末残高 265,800,779

令和４年度　坂東市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)



（収　入）

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 下水道事業収益 1,120,261 1,178,065 △ 57,804

1 1 営業収益 405,225 372,091 33,134

1 1 1 下水道使用料 400,389 367,272 33,117 1 下水道使用料 400,389 公共下水道使用料 400,389

2 雨水処理負担金 4,489 4,489 0 1 負担金 4,489 雨水処理費用に対する一般会計負担金 4,489

0 1 3 その他営業収益 347 330 17 1 手数料 346 排水設備検査等手数料 151

1 1 3 1 指定工事店登録手数料 185

1 1 3 1 督促手数料 10

1 1 3 2 雑収益 1 雑収益 1

1 2 営業外収益 715,034 805,972 △ 90,938 334

1 2 1 受取利息及び配当金 1 1 0 1 預金利息 1 預金利息 1

1 2 2 一般会計補助金 312,682 391,946 △ 79,264 1 一般会計補助金 312,682 一般会計補助金 312,682

1 2 3 長期前受金戻入 402,351 406,765 △ 4,414 1 長期前受金戻入 402,351 国庫補助金戻入 186,699

1 2 4 1 県補助金戻入 2,334

1 2 4 1 受益者負担金戻入 53,096

1 2 4 1 一般会計補助金戻入 156,578

工事負担金戻入 82

1 2 4 1 受贈財産評価額戻入 3,562

1 2 × 国庫補助金 0 7,260 △ 7,260 1 国庫補助金 0 廃目 0

1 3 特別利益 4 2 2 0 1

1 2 1 固定資産売却収益 1 1 0 1 固定資産売却収益 1 固定資産売却収益 1

1 2 2 過年度損益修正益 1 1 0 1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

令和４年度　坂東市下水道事業会計予算実施計画明細書

（単位 千円）

款　　　項 節比較増減 説　　　　　明目 金　額

収益的収入及び支出
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（支　出）

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 下水道事業費用 1,040,612 1,071,564 △ 30,952

1 1 営業費用 954,551 975,168 △ 20,617

1 1 1 管渠費 32,101 32,423 △ 322 1 通信運搬費 331 非常用通報装置電話料 331

1 1 1 2 委託料 16,515 管渠清掃調査委託料 4,950

1 1 6 17 下水道台帳管理システム保守委託料 191

1 1 1 17 マンホールポンプ運転委託料 6,358

1 1 1 17 下水道台帳新規箇所作成委託料 5,016

1 1 1 3 手数料 62 手数料 62

1 1 1 4 保険料 83 下水道賠償責任保険料 83

1 1 1 5 賃借料 304 土木工事積算システム貸借料 264

1 1 1 20 土地借上料 40

1 1 1 6 修繕費 9,700 管渠等修繕費 6,700

1 1 1 21 管渠漏水補修費 3,000

1 1 1 7 動力費 5,106 施設電気料 5,106

1 1 2 ポンプ場費 27,487 27,587 △ 100 1 光熱水費 929 施設水道料 929

1 1 2 2 通信運搬費 435 ポンプ場遠方制御電話料 435

1 1 2 3 委託料 6,866 ポンプ場施設管理委託料 6,595

除草委託料 271

1 1 2 4 保険料 45 建物共済保険料 43

1 1 2 下水道賠償責任保険料 2

1 1 2 5 修繕費 10,500 施設修繕費 10,500

1 1 2 6 動力費 8,712 施設電気料 8,712

款　　　項 目 説　　　　　明比較増減 節 金　額
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 1 3 処理場費 176,495 170,734 5,761 1 備消品費 43 備消品費 43

1 1 3 2 燃料費 43 燃料費 43

1 1 3 3 光熱水費 358 施設水道料 358

1 1 3 4 通信運搬費 48 電話料 48

1 1 3 5 委託料 110,189 浄化センター施設管理委託料 46,392

1 1 3 17 脱水汚泥等処理委託料 52,861

1 1 3 17 水質汚泥検査委託料 4,902

1 1 3 17 除草委託料 6,034

1 1 3 6 手数料 22 手数料 22

1 1 3 7 保険料 148 自動車保険料 46

1 1 3 19 建物共済保険料 77

1 1 3 19 下水道賠償責任保険料 25

1 1 3 8 賃借料 15 賃借料 15

1 1 3 9 修繕費 25,000 施設修繕費 24,900

1 1 3 21 自動車修繕費 100

1 1 3 10 動力費 21,600 施設電気料 21,600

1 1 3 11 薬品費 18,991 薬品費 18,991

1 1 3 12 公課費 38 自動車重量税 38

1 1 4 62,570 84,470 △ 21,900 1 負担金 62,570 流域下水道維持管理負担金 61,490

1 1 4 31 流域下水道公園維持管理負担金 1,080

1 1 5 総係費 80,418 76,687 3,731 1 給料 19,396 職員給 19,396

1 1 5 2 手当 10,954 扶養手当 420

1 1 5 2 通勤手当 160

特殊勤務手当 5

款　　　項 目 比較増減 節 金　額 説　　　　　明

流域下水道維持管理
負担金
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 1 5 2 時間外勤務手当 2,088

1 1 5 2 管理職手当 540

1 1 5 2 期末手当 2,816

1 1 5 2 勤勉手当 2,288

退職手当負担金 2,619

1 1 5 2 管理職員特別手当 18

1 1 5 3 賞与引当金繰入額 2,552 賞与引当金繰入額 2,552

1 1 5 4 報酬 170 上下水道事業運営審議会委員報酬 170

1 1 5 5 法定福利費 6,005 市町村職員共済組合負担金 5,965

地方公務員公務災害補償基金負担金 40

1 1 5 6
法定福利費引当金繰
入額

486 法定福利費引当金繰入額 486

1 1 5 7 研修費 31 研修費 31

1 1 5 8 旅費 7 旅費 7

1 1 5 9 報償費 113 下水道促進週間コンクール報償費 113

1 1 5 10 食糧費 6 食糧費 6

1 1 5 11 備消品費 459 備消品費 459

1 1 5 12 燃料費 193 燃料費 193

1 1 5 13 通信運搬費 71 通信運搬費 71

1 1 5 14 委託料 36,074 下水道使用料検針徴収委託料 25,109

1 1 5 17 受益者負担金賦課等委託料 5,830

1 1 5 17 生活排水ベストプラン改定委託料 4,730

1 1 5 17 機器保守点検委託料 365

1 1 5 17 ＥＢソフト保守委託料 40

1 1 5 15 手数料 90 受益者負担金口座振替手数料 77

1 1 5 18 自動車車検手数料 13

金　額 説　　　　　明款　　　項 目 比較増減 節
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 1 5 16 保険料 48 自動車保険料 48

1 1 5 17 賃借料 2,261 公営企業会計システム使用料 2,065

1 1 5 20 複合機等使用料 196

1 1 5 18 修繕費                                                            9090 自動車修繕費 90

1 1 5 19 負担金 175 日本下水道協会等負担金 175

1 1 5 20 補助金 32 水洗便所改造資金利子補給金 32

1 1 5 21 公課費 9 自動車重量税 9

22 貸倒引当金繰入額 1,196 下水道使用料貸倒引当金繰入額 1,196

1 1 6 雨水幹線管理費 4,489 4,489 0 1 保険料 9 下水道賠償責任保険料 9

1 1 6 2 委託料 3,480 除草委託料 3,480

1 1 6 3 修繕費 1,000 施設修繕費 1,000

1 1 7 減価償却費 569,991 577,778 △ 7,787 1
有形固定資産減価償
却費

538,472 建物減価償却費 34,698

1 1 7 55 構築物減価償却費 447,224

1 1 7 55 機械及び装置減価償却費 55,904

車両運搬具減価償却費 466

工具器具及び備品減価償却費 180

2
無形固定資産減価償
却費

31,519 施設利用権 31,519

1 1 8 資産減耗費 1,000 1,000 0 1 固定資産除却費 1,000 固定資産除却費 1,000

1 2 営業外費用 82,561 92,896 △ 10,335

1 2 1 支払利息及び企業債取扱諸費 76,560 86,895 △ 10,335 1 企業債利息 76,560 企業債利息 76,560

2 消費税及び地方消費税 6,000 6,000 0 1
消費税及び地方消費
税

6,000 消費税及び地方消費税 6,000

1 2 3 雑支出 1 1 0 1 雑費 1 還付加算金 1

1 3 特別損失 500 500 0

1 3 1 過年度損益修正損 500 500 0 1 過年度損益修正損 500 過年度還付金 500

款　　　項 目 比較増減 節 金　額 説　　　　　明
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本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 4 予備費 3,000 3,000 0

1 4 1 予備費 3,000 3,000 0 3,000 3,000

説　　　　　明款　　　項 目 比較増減 節 金　額
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（収　入）

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 787,651 663,406 124,245

1 1 企業債 398,500 303,900 94,600

1 1 1 企業債 398,500 303,900 94,600

1 1 1 1 企業債 398,500 公共下水道（汚水）事業債 170,000

1 1 1 1 公共下水道（雨水）事業債 20,000

1 1 1 1 特定環境保全公共下水道事業債 204,900

1 1 1 1 流域下水道事業債 3,600

1 2 国庫補助金 139,320 111,060 28,260

1 2 1 国庫補助金 139,320 111,060 28,260

1 2 1 1 国庫補助金 139,320 防災・安全交付金（公共下水道事業） 119,320

1 2 1 1 防災・安全交付金（浸水対策事業） 20,000

1 3 県補助金 1,000 1,000 0

1 3 1 県補助金 1,000 1,000 0

1 3 2 1 県補助金 1,000 下水道整備支援事業費補助金 1,000

1 4 負担金 41,121 17,741 23,380

1 4 1 一般会計負担金 27,340 5,340 22,000

1 4 3 1 一般会計負担金 27,340 雨水幹線建設に対する負担金 27,340

5 5 2 受益者負担金 13,781 12,401 1,380 1 受益者負担金 13,781
特定環境保全公共下水道事業受益者負担
金(岩井処理区)

867

5 5 1 1
公共下水道事業受益者負担金(猿島処理
区)

6,611

5 5 1 1
特定環境保全公共下水道事業受益者負担
金(猿島処理区)

6,303

1 5 一般会計補助金 207,710 229,705 △ 21,995

1 4 1 一般会計補助金 207,710 229,705 △ 21,995

1 4 3 1 一般会計補助金 207,710 企業債元金償還に対する補助金 207,710

款　　　項 目 説　　　　　明

（単位 千円）

比較増減 節 金　額

資本的収入及び支出
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（支　出）

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 1,037,136 942,991 94,145

1 1 建設改良費 621,715 483,581 138,134

1 管渠建設費 321,634 293,738 27,896 1 給料 13,461 職員給 13,461

5 2 手当 9,206 扶養手当 876

住居手当 210

5 2 通勤手当 125

5 2 特殊勤務手当 4

5 2 時間外勤務手当 1,685

5 2 期末手当 2,740

5 2 勤勉手当 2,079

5 2 退職手当負担金 1,487

5 3 法定福利費 3,757 市町村職員共済組合負担金 3,719

5 5 地方公務員公務災害補償基金負担金 38

1 1 4 委託料 31,100 実施設計委託料 31,100

1 1 1 5 工事請負費 264,110 管渠等工事費 264,110

1 1 2 処理場改築費 222,900 160,200 62,700 1 委託料 222,900 水処理施設更新工事委託料 222,900

1 1 3
流域下水道事業負担
金

7,681 8,143 △ 462 1 負担金 7,681 利根左岸さしま流域下水道建設負担金 7,681

1 1 4 雨水幹線建設費 69,500 21,500 48,000 1 委託料 4,500 実施設計等委託料 4,500

1 1 4 2 工事請負費 65,000 函渠工事費 65,000

1 2 企業債償還金 415,421 459,410 △ 43,989

1 2 1 企業債償還金 415,421 459,410 △ 43,989 1 企業債償還金 415,421 企業債元金償還金 415,421

（単位 千円）

款　　　項 目 比較増減 節 金　額 説　　　　　明
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 １ 総括

（1）

（0）

（1）

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

区　　分
退職手当
負 担 金

本 年 度 4,106

前 年 度 4,139

比　　較 △ 33

報　　   酬 給   　　料 手　　　　当 計
（人） （人）

給　　与　　費　　明　　細　　書

（単位　千円）

区　　    分
職　員　数 給　　　 　　　　　　与 　　　　　　　　　費

法　　     定
福 　利 　費

合　　計特別職 一般職

55,739 10,248 65,987

前 年 度 17 9 255 33,948 24,211 58,414

本 年 度 17 8 170 32,857 22,712

11,582 69,996

比　  較 0 △ 1 △ 85 △ 1,091 △ 1,499 △ 2,675 △ 1,334 △ 4,009

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員特
別勤務手当

管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当

1,296 210 285 9 3,773 0 18 540 6,964 5,511

996 624 424 9 3,773 0 32 960 7,571 5,683

300 △ 414 △ 139 0 0 0 △ 14 △ 420 △ 607 △ 172
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 ア 会計年度任用職員以外の職員

（1）

（0）

（1）

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

区　　分
退職手当
負 担 金

本 年 度 4,106

前 年 度 4,139

比　　較 △ 33

報　　   酬 給   　　料 手　　　　当 計
（人） （人）

（単位　千円）

区　　    分
職　員　数 給　　　 　　　　　　与 　　　　　　　　　費

法　　     定
福 　利 　費

合　　計特別職 一般職

55,739 10,248 65,987

前 年 度 17 9 255 33,948 24,211 58,414

本 年 度 17 8 170 32,857 22,712

11,582 69,996

比　  較 0 △ 1 △ 85 △ 1,091 △ 1,499 △ 2,675 △ 1,334 △ 4,009

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員特
別勤務手当

管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当

1,296 210 285 9 3,773 0 18 540 6,964 5,511

996 624 424 9 3,773 0 32 960 7,571 5,683

300 △ 414 △ 139 0 0 0 △ 14 △ 420 △ 607 △ 172



 イ 会計年度任用職員

（  ）

（  ）

（  ）

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

区　　分
退職手当
負 担 金

本 年 度 0

前 年 度 0

比　　較 0

報　　   酬 給   　　料 手　　　　当 計
（人） （人）

（単位　千円）

区　　    分
職　員　数 給　　　 　　　　　　与 　　　　　　　　　費

法　　     定
福 　利 　費

合　　計特別職 一般職

0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0

本 年 度 0 0 0 0 0

0 0

比　  較 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

管理職員特
別勤務手当

管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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 ２ 給料及び手当の増減額の明細

区 分 説 明

　
給 料 △ 1,091 千円 　昇給に伴う増加分 319 千円

　その他の増減分 △ 1,410 千円 人事異動等に伴う減等

手 当 △ 1,499 千円 制度改正に伴う増減分 △ 464 千円 期末手当支給割合変更 2.55月　→　2.4月

その他の増減分 △ 1,035 千円 人事異動等に伴う減等

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 備 考



 ３ 給料及び手当の状況

 （１）職員１人当たりの給与

企業職 技能労務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 315,512　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 333,637　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 42　　　      

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 328,100　　　      

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 357,000　　　      

平 均 年 齢 （ 歳 ） 43　　　      

 （２）初任給

一般行政職 技能労務職

高 校 卒 （ 円 ） 150,600　　　      150,600　　　      

大 学 卒 （ 円 ） 182,200　　　      182,200　　　      

一 般 会 計 の 制 度

区           分

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

区 分 企業職 技能労務職
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 （３）級別職員数

備考　（　）内は、短時間勤務職員について記載する。

（級別の基準となる職務）

区 分

企業職

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ） （  ）

区      分
企業職 技能労務職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ） 級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

就 １ 級 （ ） （ ）

２ 級 （ ） 3  （  ） 37.5 就 ２ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ 1 ） 3  （ 100.0 ） 37.5 就 ３ 級 （ ） （ ）

５ 級 （ ） （  ） 就 ５ 級 （ ） （ ）

４ 級 （ ） 1  （  ） 12.5 就 ４ 級 （ ） （ ）

（ ）

７ 級 （ ） （  ）

６ 級 （ ） 1  （  ） 12.5

２ 級 （ ） 2  （  ） 28.6 就 ２ 級

（ ）

計 （ ） （ ）

（ ） （ ）

計 （ 1 ） 8  （ 100.0 ） 100.0

就 １ 級

（ ） （ ）

４ 級 （ ） 1  （  ） 14.3 就 ４ 級 （ ） （ ）

３ 級 （ 1 ） 2  （ 100.0 ） 28.5 就 ３ 級

５ 級 （ ） 1  （  ） 14.3 就 ５ 級 （ ） （ ）

６ 級 （ ） 1  （  ） 14.3

主事補、技師補、主事、技師 主事、技師 主幹、技幹 係長 課長補佐 副参事、課長 参事、部長

（ ） （ ）

１　　級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

１ 級 （ ） （  ）

計 （ 1 ） 7  （ 100.0 ） 100.0 計

７ 級

７ 級 （ ） （  ）



 （４）昇給

職　員　数　（Ａ） (人) 8　　　 8　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 7　　　 7　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 7　　　 7　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 87.5　　　 87.5　　　 

職　員　数　（Ａ） (人) 9　　　 9　　　 

昇 給 に 係 る 職 員 数   （Ｂ） (人) 7　　　 7　　　 

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 7　　　 7　　　 

８号給 (人)

比　率　  （Ｂ）／（Ａ） (％) 77.8　　　 77.8　　　 

技能労務職

本

年

度

号   給   数   別   内   訳

前

年

度

号   給   数   別   内   訳

区 分 合 計 企業職
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 （５）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

６月(月分) １２月(月分) （月分）

(  1.125  ) (  1.125  ) (  2.25  )

2.15 2.15 4.3

(  1.175  ) (  1.175  ) (  2.35  )

2.225 2.225 4.45

(  1.125  ) (  1.125  ) (  2.25  )

2.15 2.15 4.3

 （６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度額
（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
（支給率等）

 （７）特殊勤務手当

0.027   0.027   

災害時応急作業手当

本 年 度 有

区 分
支　給　期　別　支　給　率 職 制 上 の 職 務 段 階

備　　　　考
に よ る 加 算 措 置

前 年 度 有

一般会計の制度 有

備考　（　）内は、再任用職員について記載する。

区 分 その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 24.586875   33.27075   47.709   47.709   
定年前早期退職
2％～20％加算

3％～45％加算

（令和４年１月１日現在）

区　　　分 全　職　種 企業職 技能労務職

給料総額に対する比率（％）

24.586875   33.27075   47.709   47.709   
定年前早期退職

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員の比率（％）
100.0   100.0   



　（８）その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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（過年度分）

期 間 金 額 期 間 金 額 企業債 国庫補助金 自己財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

水処理施設更新
工  事  委  託

477,100
令和４年度から
令和５年度まで

477,100 241,400 235,500 200

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 ( 見 込 ) 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳



（単位：円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　イ　土地 286,314,534

　ロ　建物 615,523,100

　　　減価償却累計額 △ 113,187,752 502,335,348

　ハ　構築物 17,308,380,593

　　　減価償却累計額 △ 1,338,682,181 15,969,698,412

　ニ　機械及び装置 872,779,083

　　　減価償却累計額 △ 170,614,261 702,164,822

　ホ　車両運搬具 3,172,650

　　　減価償却累計額 △ 1,397,381 1,775,269

　ヘ　工具器具及び備品 13,446,450

　　　減価償却累計額 △ 965,748 12,480,702

　ト　建設仮勘定 383,100,000

　　　有形固定資産合計 17,857,869,087

（２）無形固定資産

　イ　地上権 2,945,398

　ロ　施設利用権 462,239,694

　　　無形固定資産合計 465,185,092

　　　固定資産合計 18,323,054,179

２．流動資産

（１）現金預金 265,800,779

（２）未収金 50,360,000

令和４年度　坂東市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和５年３月３１日現在 ）

資　　産　　の　　部
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（３）貸倒引当金 △ 1,201,837 49,158,163

　　　流動資産合計 314,958,942

　　　資産合計 18,638,013,121

３．固定負債

（１）企業債

　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,391,500,396

　　　企業債合計 5,391,500,396

　　　固定負債合計 5,391,500,396

４．流動負債

（１）企業債

　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 355,421,177

　　　企業債合計 355,421,177

（２）未払金 26,084,000

（３）引当金 8,556,321

　　　流動負債合計 390,061,498

５．繰延収益

（１）長期前受金 11,097,078,832 11,097,078,832

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,212,682,431 △ 1,212,682,431

　　　繰延収益合計 9,884,396,401

　　　負債合計 15,665,958,295

負　　債　　の　　部



６．資本金

（１）自己資本金 2,521,770,513 2,521,770,513

　　　資本金合計 2,521,770,513

７．剰余金

（１）資本剰余金

　イ　国庫補助金 152,879,700

　　　資本剰余金合計 152,879,700

（２）利益剰余金

　イ　当年度未処分利益剰余金 297,404,613

　　　利益剰余金合計 297,404,613

　　　剰余金合計 450,284,313

　　　資本合計 2,972,054,826

　　　負債資本合計 18,638,013,121

資　　本　　の　　部
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（単位 円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 333,883,636

（２）雨水処理負担金 4,489,000

（３）その他営業収益 330,000 338,702,636

２．営業費用

（１）管渠費 29,475,455

（２）ポンプ場費 23,279,091

（３）処理場費 155,212,727

（４）流域下水道維持管理負担金 76,790,909

（５）総係費 71,238,818

（６）雨水幹線管理費 4,080,909

（７）減価償却費 577,778,000

（８）資産減耗費 1,000,000 938,855,909

　　　営業利益 △ 600,153,273

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）国庫補助金 4,000,000

（３）他会計補助金 383,750,000

（４）長期前受金戻入 406,765,000 794,516,000

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 86,895,000（２）消費税及び地方消費税

（２）雑支出 1,000 86,896,000 707,620,000

　　　経常利益 107,466,727

５．特別利益

（１）その他特別利益 2,000 2,000

６．特別損失

（１）その他特別損失 500,000 500,000 △ 498,000

　　　当年度純利益 106,968,727

　　　前年度繰越利益剰余金 106,913,432
　　　当年度未処分利益剰余金 213,882,159

令和３年度　坂東市下水道事業会計予定損益計算書

（ 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで ）



（単位：円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　イ　土地 286,314,534

　ロ　建物 615,523,100

　　　減価償却累計額 △ 78,489,752 537,033,348

　ハ　構築物 16,958,274,775

　　　減価償却累計額 △ 891,458,181 16,066,816,594

　ニ　機械及び装置 872,779,083

　　　減価償却累計額 △ 114,710,261 758,068,822

　ホ　車両運搬具 3,172,650

　　　減価償却累計額 △ 931,381 2,241,269

　ヘ　工具器具及び備品 6,573,723

　　　減価償却累計額 △ 785,748 5,787,975

　ト　建設仮勘定 160,200,000

　　　有形固定資産合計 17,816,462,542

（２）無形固定資産

　イ　地上権 2,945,398

　ロ　施設利用権 481,256,547

　　　無形固定資産合計 484,201,945

　　　固定資産合計 18,300,664,487

２．流動資産

（１）現金預金 229,809,694

（２）未収金 47,035,972

令和３年度　坂東市下水道事業会計予定貸借対照表

（ 令和４年３月３１日現在 ）
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（３）貸倒引当金 △ 1,070,795 45,965,177

　　　流動資産合計 275,774,871

　　　資産合計 18,576,439,358

３．固定負債

（１）企業債

　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,348,421,573

　　　企業債合計 5,348,421,573

　　　固定負債合計 5,348,421,573

４．流動負債

（１）企業債

　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 415,420,515

　　　企業債合計 415,420,515

（２）未払金 23,500,000

（３）引当金 2,968,497

　　　流動負債合計 441,889,012

５．繰延収益

（１）長期前受金 10,707,927,832 10,707,927,832

（２）長期前受金収益化累計額 △ 810,331,431 △ 810,331,431

　　　繰延収益合計 9,897,596,401

　　　負債合計 15,687,906,986

負　　債　　の　　部



６．資本金

（１）自己資本金 2,521,770,513 2,521,770,513

　　　資本金合計 2,521,770,513

７．剰余金

（１）資本剰余金

　イ　国庫補助金 152,879,700

　　　資本剰余金合計 152,879,700

（２）利益剰余金

　イ　当年度未処分利益剰余金 213,882,159

　　　利益剰余金合計 213,882,159

　　　剰余金合計 366,761,859

　　　資本合計 2,888,532,372

　　　負債資本合計 18,576,439,358

資　　本　　の　　部
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注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

   ・減価償却の方法     定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    建物          15～50 年 

    構築物         10～50 年 

    機械及び装置      10～20 年 

    工具器具及び備品     3～15 年 

    車輌及び運搬具           3～ 6 年 

 （２）無形固定資産 

   ・減価償却の方法     定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    施設利用権              35 年 

     

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

    職員の退職手当に係る負担金は、協議に基づき、坂東市一般会計が茨城県市町村総合事務組合規約第 14 条に規定のあ

る負担金を除き、その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
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 （２）賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当及びこれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

 

 （３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。 

  

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

    令和４年度において、期末手当・勤勉手当として 3,827,319 円を支給することとなるため、賞与引当金 2,492,486 円

を取り崩す見込みである。 

 （２）法定福利費引当金の取崩し 

    令和４年度において、法定福利費として 728,034 円を支給することとなるため、法定福利費引当金 476,011 円を取り 

崩す見込みである。 

 （３）貸倒引当金の取崩し 

    令和４年度において、下水道使用料の不納欠損として 1,064,208 円を支出することとなるため、貸倒引当金 1,064,208

円を取り崩す見込みである。 

 


